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論文
社会システムとしての組織
春
? :古
臼と
はじめに
本稿は， T.パーソンズなきあと社会のグランド・セオリーを背負って立
つ N.ルーマンの社会システム論を援用して，組織の一般理論の基礎を構築
するこころみである。ルーマンのシステム論に依拠することは，最近の組織
理論におけるルーマンヘの散発的・部分的言及＂に触発された面もないわけ
ではないが，主として次のふたつの理由による。すなわち， 1)近代組織理
論の出発点となったバーナードの『経営者の役割』にルーマンの社会システ
ム論に通ずる萌芽的発想がみられること， 2)ルーマン自身が断続的に組織
現象のシステム論的説明をこころみていること，である。以下，第1節でバ
ーナードとルーマンの親縁性を示したのち，第2節でルーマンの最近の組織
論を紹介し，それを素材にして第3節で自ら組織の社会システム論を組み立
ててみたい。
1. バーナードにみる「組織の社会システム論」
C. I. バーナードの主著のタイトルを『経営者の役割』から『組織の社会シ
ステム論』に変えても著者から強い異議が唱えられることはなさそうである。
なぜなら．バーナード自身「私は…「公式組織の社会学」とでも呼ぶべきも
のを書かねばならなかった。読者も気づかれるように，それでも狭すぎる表
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題であろう。…本書は…公式組織とは政治体系，法律体系，経済体系あるい
は準機械体系と対立する意味の社会体系であるという命題を中心とするよう
になった」 (Barnard[1], 訳34ページ［日本語版への序文］）と述べているか
らである。本書とくにその前半の第一部，第二部はまさしく組織の一般理論
をめざしたものであり， K.R.アンドリュウスが同書の「三十周年記念版への
序言」で用いた表現を借りれば，「行動科学者，数理的・統計的意思決定理論
家および他の組織行動の臨床的・実験的学者たちによる騒々しい諸説」とは
対照的に，「公式組織における協働行動の包括的理論を提示すること」を目的
としている ([1],訳13ペー ジ）。
ここでバーナード理論の解釈を長々と述べるのは筆者の本意ではないし，
その用意もない。言いたいのはただ一点，すなわち現時点で読み直す限り，
バーナードは約半世紀前に今日のルーマンにかなり近いところに来ていた，
ということである丸この点を『経営者の役割』第六章「公式組織の定義」お
よび第七章「公式組織の理論」を中心に順を追って確かめていこう。
1-1 組織と環境
バーナードの組織の定義としてしばしば引用されるのは，彼自身がイタリ
ック体で強調した「意識的に調整された人間の活動や諸力の体系」という<
だりである。しかし，この定義はあくまでも前後の文脈と合わせて読まれね
ばならない。彼は定義に続けてこう言っている。すなわち，「この定義によれ
ば，具体的協働体系にみられる物的環境や社会的環境にもとづく多様性，ぉ
よび（成員である）人間…に由来する多様性，のすべてが，組織にとって外
的な事実や要因の地位に追放され，かくして抽出された組織は，あらゆる協
働体系に共通する協働体系の一側面であることが明白となる」 ([l],訳75ペ
ージ。括弧内は引用者による補足）。つまり彼の組織の定義は「物的環境や社
会的環境と同じように，人間をもその構成要素から除外するような」定義な
のである。
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これはまさしくルーマンの社会システム理解につながる視点である。ルー
マンは初期の著作『公式組織の機能とその派生的問題』 (Luhmann[8],1964) 
で，その後しばしば曲解を招いた「人間は社会システムにとって環境である」
という宣言を早くも出している。すなわち，「人間は，社会科学的にみるなら
ば，独自の行為システムであり，その個々の行為によってさまざまな社会シ
ステムに織り込まれているとはいえ，システムとしては，そのときどきの社
会システムの外に位置している。それゆえ，すべての人間は，たとえある社
会システムの成員であったとしても，その社会システムにとっては環境なの
である」 ([8],訳〔上〕 28ページ），と。そして，この見解は組織論において
バーナードが強く主張したものであるがあまり受け入れられていないと，脚
注でふれている ([8],訳〔上〕 34ページ註(5)。
バーナードは，教会・政党・企業・学校・家庭といった具体的協働体系（日
常用語で「組織」と呼ばれるもの）とは区別して，組織を抽象的体系として
定義する。このことは一方で分かりにくさを生み，受け入れをむずかしくし
たとも考えられようが，他方で彼の理論に今日の社会システム論を先取りす
るいくつかの観点を添えたのである。
1-2 「貢献」について
人間を組織の環境に位置づけたとはいえ，組織は人間なしには考えられな
い。組織と人間を媒介する概念としてバーナードは「貢献」 (contribution)
という用語を導入し，「構成員」を「貢献者」に置きかえる。企業を例にとれ
ば，「貢献者」は通常の意味での構成員つまり「役員と従業員」のほか，原材
料供給者，資本提供者，顧客をも含んでいる([l],訳71-72ページ）。ここで
想起されるのはルーマンの「参加」 (partizipieren)概念である。ルーマンの
ばあい，企業や家計を経済システムの要素とみる旧来のシステム観を脱し，
経済システムの要素は「支払い」（というコミュニケーション）であり，企業
や家計は経済システムの外部つまり環境にあってこのシステムと相互浸透す
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る「参加システム」であるとされる (Luhmann[20], Kap. 2, 3とくに Kap.
3のFuBnote6 〔訳121ペー ジ〕）。
「貢献」「参加」とも「熟さない」語法とことわって使われているという事
実が奇しくも示すように，ルーマンもバーナードも在来の用語では組織やシ
ステムにかんする彼らの新しいイメージを表現できないと見たのである。筆
者（春日）は二人の観点を統合し「貢献」と「参加」を同系列の語と解した
い。すなわち，経済システム（や他の機能的下位システム）と組織はレベル
を異にする社会システムであり，その限りでそれらを構成する基本要素は
各々に固有のコミュニケーションである。しかし，コミュニケーションはそ
の担い手を必要とするのであって，担い手なしにはコミュニケーションはあ
りえず，したがって社会システムも存立しえない。この意味で，経済システ
ムに固有のコミュニケーションつまり「支払い」を担う企業や家計は経済シ
ステムに「参加」しているのであり，組織に固有のコミュニケーション（の
ちに詳説するが，物的（事象的），時間的，社会的という三次元のメディアを
すべて動員するものとしてとらえられたコミュニケーションである。これに
対して，機能的下位システムのコミュニケーションは時間的・社会的の両メ
ディアをいわば括弧に入れ，物的メディアのみによってとらえられている）
を担う従業員・納入業者・投資家・顧客等々の人間は組織（いまのばあいは
企業の組織）に「貢献」しているのである。図式化するなら，ここには［人
間一（貢献）→組織ー（参加）→機能的下位システム］という入れ子的関係が成
立しているわけである。そのさい，システム論的理解にとって肝心なのは，
図式中の「人間」と「組織」がそれぞれ二様にとらえられるということであ
る。そしてこの点においてもバーナードはルーマンに接近する。
1-3 人間と組織の二面的把握
バーナードによれば，「特定の協働体系の参加者としての人間は，純粋に機
能的側面において，協働の相とみなされる。人々の努力は，それが協働的で
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あるかぎりにおいて非人格化され，逆にいえば社会化される。…第二に，な
んらかの特定の組織の外にあるものとしての人間は，物的，生物的，社会的
要因の独特に個人化したものであり，限られた程度の選択力をもつものとみ
なされる」 ([1],訳17ページ）。人間についてのこの二面的把握はルーマンの
「役割」と「人物」 (Person)の区別にほぽ対応する。ここで「人物」とは，
自分自身あるいは他の人びとによって観察された人間を指すことばであり，
「人物であるために必要なのは，その人の心理システムや身体を手がかりと
して，諸期待ー自己による諸期待と他者からの諸期待ーがその人に関係づけ
られ，束ね合わされるということである」 (Luhmann[18], 訳〔下〕 585-586 
ページ。なお，訳〔上〕167ページも参照）。つまり「人物」という表現は「個々
の人間に向けられている諸期待の複合という個々の人間の社会的確認を言い
表している」（訳〔上〕 331ページ）のである。バーナードの「個人化した人
間」のばあい，それが「われわれまたは他のより大きい体系に対する機能上
の関係を識別する際の，特定の客観的存在」ないし「協働的な機能もしくは
過程の対墾」 ([1],訳16-17ページ）である以上，墾堅と阻壁を伴わざるをえ
ないから，この概念が「人物」と重なることはまちがいない。
一方，「役割は，…個々の人物と比較してみると，より特定的であると同時
により一般的であるとみてよい。（すなわち）役割にとって問題なのはつねに，
ある人間の行動のうちで役割として期待される一断面のみであるが，他面で
は，数多くの，取り替え可能な人びとによって引き受けられうる統一体，た
とえば，患者，教師，オペラ歌手，母親，看護人等々の役割が取り上げられ
ている」 (Luhmann[18], 訳〔下〕 587ページ。括弧内および下線は引用者に
よる補足）。このくだりをバーナードの次の文章と比べてみよう。「人々を，
より普遍的な観点から，実際の個人よりも空間的，時間的により大きい側面
ないし機能とみなす場合がよくある…。たとえば管理者，従業員，投票者，
政治家，顧客などについてうんぬんする場合には，個人の二室りー側面，人々
の一定の活動のみに留意し，全体と・・して．．の個人を考えるのではない」 ([l],
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訳16ページ。下線は引用者による補足）。「側面」ないし「機能」と呼ぶか「役
割」と呼ぶかの違いはあるが，語られている中味は全く同じと言ってよい。
「人間」とともに「組織」についてもバーナードは二面的にとらえている。
いわく，「われわれは二つの体系を扱っていることに留意しなければならな
い。すなわち， (1)その構成要素が，人間，物的体系，社会的体系および組織
からなる包括的協働体系と， (2)協働体系の部分であり，調整された人間活動
のみからなる組織，がそれである」 ([l],訳75ページ，注(6)。後者は 1-1
に定義を掲げた抽象的体系としての組織にほかならないが，前者は具体的な
企業や政党や家計，つまり日常用語でいう「組織」に対応している。
ルーマンのばあい組織はまず，全体社会 (Gesellschaft),相互作用となら
ぶ社会システム形成の一形態と考えられているが，肝心の主著『社会システ
ム』には組織を本格的に取り上げた箇所はない (Luhmann[18], 訳〔上〕 2 
ページの図，および訳〔下〕 910ページ第十章の注 1)。それゆえさしあたっ
ては，散在する記述をつなぎ合わせることで彼の組織像に近づくほかはない。
ルーマンによれば「公式組織」とは，自らの境界を第一次的には成員として
の役割と成員資格の承認にもとづいて設定し，かつ自らのテーマを，自らの
成員であることを根拠に彼ら成員に負わせてもよいものと考える，そのよう
な社会システムである ([18],訳〔上〕 311ページ）。この説明を『経営者の
役割」第七章冒頭のくだりと照らし合わせてみよう。バーナードは，「組織は，
(1)相互に意思を伝達できる人々がおり， (2)それらの人々が行為を貢献しよう
という意欲をもって， (3)共通目的の達成をめざすときに，成立する。したが
って，組織の要素（＝組織成立の必要十分条件）は， (1)コミュニケーション，
(2)貢献意欲， (3洪通目的である」 ([l],訳85ページ。括弧内は引用者による
補足）と言う。一方，ルーマンのばあい，社会システムはコミュニケーショ
ンから成り立つとされるから叫社会システムの一形態である組織もまた，コ
ミュニケーションを基本要素とすることになる。このとらえ方は，「組織の構
造，広さ，範囲は，ほとんどまったくコミュニケーション技術によって決定
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されるから，組織の理論をつきつめていけば，コミュニケーションが中心的
地位を占めることとなる」([1]'訳95ページ）というバーナードの見解を理
論的に彫琢したものともみなせよう。そうであれば，バーナードのいう「共
通目的」はコミュニケーションのレベルで「共通テーマ」と読み替えられ，
「貢献意欲」はコミュニケーションを通じた貢献意欲として，それぞれの組
織の成員役割と成員資格承認，したがってまた組織境界の設定，のさいの指
針となる鸞
こうしてみると，バーナードの「抽象的体系としての組織」とルーマンの
「社会システムとしての組織」は非常に近い概念であることが分かる。では，
日常用語でいう「組織Jについて，ルーマンはどのような扱いをしているの
だろうか。彼が組織を論じるとき，企業（生産組織），官僚制（国家行政組織），
銀行，労働組合といった具体例がしばしば出てくる。家計は組織と区別され
るばあいもあるが ([20],訳96-97ページ）組織の一種とみなされている形跡
もある ([20],訳317ページ）。これら具体例はすべて，バーナードが具体的
協働体系の実例としてあげたなかに含まれる ([l],訳4,68ページ）。ルーマ
ンはとくに注意を喚起していないが，上述の「社会システムとしての組織」
がもろもろの具体的組織から抽象されたいわば「共通のエッセンス」であり，
具体的組織そのものと等贋されるべきでないことは，彼の理論展開からして
明らかであろう。この点はとりわけ，組織がコミュニケーションから成り立
つというシステム論的理解を，組織の基本要素を「成員」とみる日常的理解
と峻別するうえでも重要である。
以上の検討にてらせば，バーナードとルーマンはほぼ同じ視点に立って人
間と組織のそれぞれを二面的にとらえていると結論づけてさしつかえないだ
ろう。そしてこれら二面は，前項 (1-2)で示した入れ子図式［人間ー（貢
献）→組織ー（参加）→機能的下位システム］との関連では，人間や組織を「貢
献」または「参加」という側面に限って観察するか，多面的に観察するか（す
なわちパーソンズのパターン変数でいう限定性／無限定性 (specificity/dif-
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fuseness)のペア）に対応していると考えられる。
2 • ルーマンの組織理論
前節で示したバーナード理論との相似性を念頭におきながら，本節ではル
ーマンの最近の論述， とくに『社会の経済』第9章「メディアと組織」およ
び『社会の社会』第4章第14節「組織と社会」にもとづいて社会システム論
の視点から組織の一般理論を構築する可能性をさぐってみよう。ただその前
に，『公式組織の機能とその派生的問題』をはじめとしてルーマンはたびたび
組織を論じているにもかかわらず，なにゆえこのふたつの文献を主としてと
りあげるのかについて説明が必要であろう。
2-1 ルーマン理論の変遷
ルーマンの社会システム論を援用するさいには，彼の理論が絶えず進化し
ていることを忘れてはならない。すなわち，先行の著作で示されたアイデア
はのちに彫琢されより厳密になっていくため，同じテーマないし対象を扱っ
た著作であれば，なるべく新しいものを参照すべきなのである。もちろん，
新しい理論を理解するうえで古い著作が助けとなるばあいも少なくないか
ら，古いものを無視してよいというわけではないが丸
これまでのところ，新旧の理論を分けるひとつの大きな目印としてオート
ボイエシス概念の導入があることは間違いない6)。そこで，ルーマンがいつご
ろこの概念に着目したのか調べてみると， 1981年前後と分かる。同年に出た
『福祉国家における政治理論』 ([15],s. 33-34)や『社会構造と意味論』第
2巻([16],s. 29-31)には，オートポイェシスということばこそないものの，
自己準拠的システムの説明にマトゥラーナとヴァレラのオートポイエティッ
ク・システムの定義が引用されており，翌1982年には「オートポイエシス，
行為およびコミュニケーション的了解」と題する雑誌論文([17],s. 366-379) 
が発表されるからである。とすれば，組織を扱った論述では1981年の「経済
152 
社会システムとしての組織（春11) 803 
システムにおける組織」 ([14],S. 390-414)がちょうど分岐点に位置するこ
とになる。ちなみに，主要論文を収めた『社会学的啓蒙』から拾い出すと，
これ以前には1978年の「組織と意思決定」 ([13],S.335-389), 1975年の「組
織化された社会システムの一般理論」 ([12],S. 39-50)と「相互作用，組織，
社会」 ([11],s. 9-20)が，組織関連の論文として1964年初版の『公式組織の
機能とその派生的問題』”との間を埋めており，これ以後の新しいものでは
1987年の「社会と組織の間：大学の状況について」 ([19],s. 202-211)があ
る。
ところが「経済システムにおける組織」は，生産・消費・市場という内部
区分に従うなど， 1970年の論文「社会システムとしての経済」で示された（改
訂前の）経済のイメージを大幅に引きずっているだけでなく，組織が社会シ
ステムであることを十分鮮明にしないまま，学問組織・政治的組織・教育組
織等の非経済的組織との対比で経済（システムの）組織の特性描写にもっぱ
ら力を注いでいる。もちろん，のちの展開につながるアイデアはいくつか目
につくのだが，この時点で本体の社会システム論が転換期にあったためか，
当論文は（読み手にとって）論旨明快とは言いがたい。一方，オートポイエ
シス概念の導入後，『社会の経済』刊行の前年に発表された論文「社会と組織
の間：大学の状況について」は，伝統的な大学論ないし大学政策の用いる対
概念「組織と自由」がすでに時代遅れになってしまったことを，今日の大学
の観察を通して明らかにしようとする。そこではフリッツ・ハイダー (Fritz
Heider)に由来する「メディアと形態」 8)という区別が使われるなど，背景を
なす組織理論が刷新されていることは確かである。しかし内容的には，近時
の大学に対する辛辣（かつ，かなり絶望的）な診断書と言うべきものであり，
組織理論自体が詳説されているわけではない。
以上の検討から，ルーマンの組織観を現時点で最もよく伝えるものとして，
本節冒頭にあげた『社会の経済』および『社会の社会』における論述が浮か
び上がってくる。けれども，それらをもって組織理論の体系的な展開とみな
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すことはできない。それらは組織理論の体系化ないし「組織の社会システム
論」の構築のための素材にとどまっている。われわれは次項でこの素材の内
容を確認し，そのあといよいよ「組織の社会システム論」に向けてスタート
しよう。
2-2 ルーマンの組織理論
組織にかんする最新の論述である『社会の社会』第4章第14節「組織と社
会」からみていくと，そこでは社会システムとしての組織が「意思決定のコ
ミュニケーションという作動上のベースに立つオートポイエティック・シス
テム」とはっきり性格づけられている。「それは意思決定から意思決定を生み
出し，この意味で作動上閉じたシステムである。意思決定という形式には同
時に，構造的な不確定性の一契機が宿っている。そして，各意思決定はさら
なる意思決定を呼び起こすので，この不確定性は意思決定がなされるたびに
再生産される」 ([21],s. 830)。さらにこの「意思決定という土台に立つオー
トポイエシス」を前提にして，「組織は自らの環境にある諸システムとコミュ
ニケートする可能性をもっている。組織は諸々の社会システムの中でこの可
能性をもつ唯一の型であり，この可能性を手に入れようと思うなら，組織を
つくらねばならない」 ([21],s. 834)。一方，全体社会の機能システムとの関
係では，そうした機能システムのいずれにも属さない無数の組織が存在する
とはいえ，「組織のうちでもトップレベルの重要性や規模をもつものは機能シ
ステムの内部に形成され，当のシステムの優位機能を引き受けている。この
意味で経済組織，国家組織およびその他の政治的組織，学校システム，学術
組織，立法と司法の組織を区別しうるのである」 ([21],s. 840-841)。しかし
同時に，「いかなる単一の機能システムもそれ自らのまとまりを組織として獲
得することはできない。あるいは別の言い方で，ー機能システムの領域のい
かなる組織もその機能システムのすべての作動を独占し自らのものとして実
行することはできない」 ([21],s. 841) という点を忘れてはならない。
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組織を全体社会や相互作用とならぶ社会システムの一類型とみるルーマン
にとって，「意思決定のコミュニケーションから構成されるオートポイエティ
ック・システム」という組織の性格づけは，社会システムの定義から必然的
に出てくるものであろう。ここで，組織がコミュニケーションの中味によっ
て他の社会システムから区別されていることに注意しよう。組織がコミュニ
ケートするのはもっぱら意思決定なのである。機能的分化が可能にした全体
社会システムの高度の複雑性のもとで，環境はもはや事実や徴標（ツァィヒ
ェン）や表出によってではなく，意思決定によってしか対応できないほど複
雑なものと評価されるようになる。こうして全体社会システム内に決定すべ
き事柄が十分多くなったときはじめて，組織の出番となるのである ([21],
s. 840)。
では，機能システムの内部に形成される組織のばあい，それらを相互に区
別するメルクマールは何であろうか。ルーマンによれば，このような組織は
「（しばしば他の機能への譲歩，たとえば予算化された資金の利用における経
済性の考慮，を伴ってはいるが）優位機能を引き受け，それぞれの機能シス
テムの二元的コードを受け継ぐ。この条件のもとでのみ，組織はそれ自らの
作動を当該機能システムに属するものとなしえ，たとえば裁判所や銀行や学
校として識別できるようになる」 ([21],S. 841 -842)という。そうであれば，
各機能システムに固有の「象徴的に一般化したコミュニケーション・メディ
ア」がこれらの組織を互いに区別する目印になるはずである。ところが前述
のように，組織は自らの環境にある諸システムとコミュニケートする可能性
をもっており，「機能システムに外部的なコミュニケーション能力（そのばあ
いのコミュニケーションはもちろんつねに全体社会のオートポイエシスの遂
行であるが）をもたせるためには，機能システムの中に組織が形成されねば
ならない」 ([21],s. 843)のであるから，組織の用いる象徴的に一般化した
メディアがただひとつに限定されたのでは，この可能性を実現できなくなる。
となると結局，組織は自らのコミュニケーションに主としてどの象徴的に一
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般化したメディアを用いるかで互いに区別される，という主か副かの「程度
問題」に帰着せざるをえないのであろうか。ルーマンは以上のほかにも，組
織は成員資格を通じて，機能システムに特有の全員に対する開放性（包摂）
を調節し，人びとを区別して扱う（排除）ことができるとか ([21],s. 844), 
組織は機能システムにおける相互依存の中断に資するとか ([21],s. 845), 
機能システムと組織の間の関係について重要な指摘を行なっているが，『社会
の社会』の当該節の論述だけでは，なにゆえ機能システムの内部に組織が形
成される（されねばならない）のかの説明としては十分とは言いがたい。こ
の点を補完すべく筆者（春日）は，メディア概念の再検討にもとづく独自の
説明を次節でこころみようと思う。だがそのためには『社会の経済』第9章
「メディアと組織」の参照が不可欠である。
「メディアと組織」は例によって(?)読み手を悩ませる文章であり，前
述の「組織と社会」（『社会の社会』）と合わせると多少理解が容易になるとは
いえ，ルーマンの真意をとらえるには労を厭わぬ「読みほぐし」が必要であ
る。この章全体の鍵概念が「メディアと形態（フォルム）の区別」であるこ
とはすぐに見て取れるので，まずここから着手しよう。
メディアと形態の区別は，社会心理学者F.ハイダーの1926年の論文"Ding
und Medium" (Heider [4])におけるメディアと事物 (Ding)の区別に由来
するものである。この区別を理解するには，ハイダーのあげた例([4],s. 118) 
に従って，マッチ棒でさまざまな図形をつくる遊びを思い浮かべればよい。
そのさい，マッチ棒はメディア，つくられた図形は事物ないし形態に相当す
る。いま，任意の図形たとえば真円を表現しようとするなら，バラバラのマ
ッチ棒ができるだけたくさんあることが望ましい。マッチ棒同士があらかじ
めくつついていたり（このばあい， くつついたマッチ棒のつくるかたちは内
部被制約的な(innenbedingt)形態として，バラバラのマッチ棒を使って外部
の要因たとえば人の手でつくられる外部被制約的な (auBenbedingt)形態と
区別される），マッチ棒がせいぜい 5,6本しかないというのでは自由に図形
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を表現できないことは明らかである。この，多数の互いに独立した部分から
構成されているという性質こそ，メディアに期待される性質であり，メディ
アの材質如何（マッチ棒なのか針金なのか，はたまた光なのか等々）は表現
される形態にとって重要ではない([4],s. 116)。そこでルーマンは言う。「メ
ディアば•結合を解かれた互いに独立な出来事から成り立っている。このこ
とは象徴的に一般化したコミュニケーション・メディアにもあてはまり，た
とえば貨幣は支払いから…成り立っている。…支払いは，支払われる貨幣が
どのようにして取得されたのか，そのあと貨幣が何に使われるのか，には左
右されない…。この個別出来事の結合解除(Entkopplung)に加えて，…メデ
ィアを形成する出来事が大敵に存在しなくてはならない…」 ([20],訳313ペ
ージ）。一方，「メディアの利用が行なわれるのは，結合を解かれた出来事を
結びつけ，それによって自らをメディアに刻印しうるリジッドな構造を通じ
てである」 ([20],訳314ページ）。ここで「リジッドな構造」とは，マッチ棒
遊びの例で言えば人の手や意志（あるいは広くとって人間）を指し，貨幣支
払いのばあいであれば組織とりわけ企業組織を指すと考えられる。
ルーマンは『社会の経済』第9章で経済システムと組織の関係に焦点を絞
って論じるのだが，その錯綜した叙述を一口で言い表わせば，かの「市場と
組織」の理論9)の社会システム論版にほかならない。ルーマンの用いる「メデ
ィアと形態」という二元図式は，「市場と組織」の対比をひとつの具体例とし
て含む一般的な，つまりすべての機能システムに適用可能な，図式である。
そこで強調されるのは，「メディアと形態」あるいはその別表現である「結合
解除と結合」ないし「解体と再結合」という二元が，機能システムの作動に
とって必須だということである。経済システムのばあい，貨幣メディアは支
払われてこそシステムの作動を担うわけだが，支払いの意思決定は組織（組
織は「意思決定のコミュニケーションから構成されるオートポイエティッ
ク・システム」であったことを想起されたい）で行なわれ，貨幣は組織のプ
ログラム（たとえば，投資や消費のプログラムおよび予算） 10)に従って物的設
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備・支払い義務・労働契約等々に投資あるいは拘束される。つまり貨幣は組
織によって結合ないし再結合され形態を与えられるのである。ルーマンが「メ
ディアと形態」および「メディアと組織」の両表現を互換的に使う理由はこ
こにある。注意すべきは，メディアと形態（ゆるい結合ときつい結合）は同
じ事態の上に重なっているという点である。「投資された貨幣は，たとえ貨幣
としての再使用の条件がより厳しくなっているにせよ，貨幣であり続けるし，
人々が流動的にしておきたいと考える貨幣についても，今日では高度に分化
した投下可能性つまり形態が存在する」 ([20],訳316ページ）からである。
要するに，機能システムひいては全体社会システムの作動にとって，メディ
アと組織（形態）の協働・補完は欠かせないものなのである。かくして，ぉ
のおの長所と短所をもった市場と組織が経済活動に対して補完的な役割を演
ずるとみる経済学的組織理論は，社会システム論によってより一般的な表現
を与えられたことになる。ルーマンによれば，市場は価格メカニズムを通じ
て「貨幣メディアを再生する（＝結合解除する）場」 ([20],訳321ペー ジ）
であり，組織が所有する財産すなわち組織によって貨幣メディアに与えられ
た「形態」は，「何らかのプログラムが移転を適当と思わせるばあいにはいつ
でも，〔市場において〕結合を解かれた〔＝貨幣（メディア）化された〕状態
で移転されうる」 ([20],訳324ページ。〔 〕内は引用者による補足）のであ
る。
ところで先に組織はメディアに形態を与えるリジッドな構造であると言っ
たが，リジッドな構造の内実は何なのか。ルーマンは組織理論にならって「成
員規則」と「職位の体系」のふたつをあげ，支払いを含む意思決定は組織の
成員によって（多くは階層構造をなした）職位体系を通じて行なわれると考
える。上述のように，全体社会の機能的下位システムである経済システムで
は結合解除（解体）されていた貨幣メディアとその支払いが，組織において
はふたたび結合され，たとえば予算の執行として立ち現われるのだが，この
解体・再結合の図式は入れ子のように組織の内部に再現される。すなわち，
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組織の「職位メディア」と「職位にともなう意思決定」は経済システムの「貨
幣メディア」と「支払い」にそれぞれ対応する「結合を解かれた」メディア
ないし出来事であり，職位のリジッドな構造を通すことによって，つまり職
位の編成・任務（プログラム）・配置人物等を特定化することによって，具体
的な意思決定へと再結合される。それゆえ組織では，貨幣メディアの特定化
（＝具体的支払いの実行）の問題が職位メディアの特定化という問題に再特
定化されるわけである ([20],訳317-318ペー ジ）。
3. 社会システムとしての組織
前節でとりあげた 2文献におけるルーマンの論述は多岐にわたるのだが，
ひとまず「組織の社会システム論」の基本素材となりそうな部分は紹介した
ので先に進むことにしよう。実のところ，あくまでもルーマンに忠実に，な
いし密着して，話を運ぽうとすればルーマン解釈（解読？）で日が暮れてし
まうおそれがある。曲がりなりにも独自のアイデアを提示したいと思えば，
いつ終わるとも知れぬ解読作業を適当に切り上げざるをえないのである。
3-1 コミュニケーション・メディアの三つの次元
ここでの筆者のメイン・アイデアは「メディア図式の三次元化」である II)o 
ルーマンによれば，社会システムはコミュニケーションを要素とするシステ
ムであるが，コミュニケーションには三種の不確実さ (Unwahrscheinlich-
keiten)がつきまとう。すなわち，情報が相手に到達するかどうか，情報が相
手に埋壁されるかどうか，そして相手がその情報を自らの行動の前提として
受け入れるかどうか（コミュニケーションが感墨を収めるかどうか），このい
ずれもが不確実なのである ([18],訳〔上〕 248-250ページ）。かかる不確実
さを確実さに変換するのに役立つものがメディアにほかならない。メディア
はそれが主としてどの種の不確実さを取り除くかによって「言語」（理解の不
確実さの除去），文書•印刷・無線通信等の「拡充メディア」（到達の不確実
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さの除去），貨幣・権力•愛・真理等の「象徴的に一般化したメディア」（成
果の不確実さの除去）の三つに区別されるというのがルーマンの見方である
([18], 訳〔上〕 252-255ページ）。筆者（春日）の工夫は，ここに別の視角
を用意するところにある。すなわち，コミュニケーションの三種の不確実さ
とそれに対応する三種のメディアを，ルーマンとは異なる仕方で区別するの
である。その意図はあくまで，ルーマンの組織理論を紹介した前節(2-2) 
で課題として残された「なにゆえ機能システムの内部に組織が形成される（さ
れねばならない）のかの説明」，もっと一般的に言えば「組織の社会システム
論の枠組の準備」にあり，ルーマンの区別が誤りであるなどと主張するもの
ではない。
コミュニケーションにさいして問題となる不確かさは，到達・理解・成果
の三次元から構成されているとルーマンは見るが，同じ不確かさをコミュニ
ケーションの担い手・時間・内容の三次元でとらえることも可能である。ま
ず，どこの誰とも知れぬ人物を相手にコミュニケーションがうまくいくケー
スは稀であろう。相手の素性がはっきりしているほどコミュニケーションは
確かなものになると言ってよい。次に，コミュニケーションの成否がそのタ
イミングまたはこれまでのコミュニケーションの蓄積にかかっているばあい
も少なくない。さらに，いったい何についてのコミュニケーションなのかと
いう内容がはっきりしていなくてはならない。そこでいま，コミュニケーシ
ョンの担い手にかかわる不確かさを縮減するメディアを社会的メディア，時
間に関連した不確かさを縮減するメディアを時間的メディア，コミュニケー
ションの内容の不確かさを縮減するメディアを物的メディアとそれぞれ名づ
けることにしよう。このように三次元化されたメディア図式から見ると，ル
ーマンの「象徴的に一般化したメディア」（貨幣・権力•愛・真理等々）は，
各機能システムの機能ないしそのシステム固有のコミュニケーションのいわ
ば目印になっており，たとえば当面のコミュニケーションが経済に関連した
ものなのか政治に関連したものなのかを識別するのに役立つという点で，物
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的メディアのカテゴリーに属することが分かる。いいかえると，象徴的に一
般化したメディアは，各機能システムがそれぞれのコミュニケーションの内
容的な不確かさを縮減するために考案したメディアなのである。しかし，機
能システムは他のふたつの次元におけるコミュニケーションの不確かさをも
縮減せねばならない。
3-2 組織の社会システム論的定義
経済システムを例にとろう。それは貨幣を用いてコミュニケーションの内
容的な不確かさを縮減する。原始的な物々交換と比べてみれば明らかなよう
に，貨幣支払いによってコミュニケーションは内容的により確かなものにな
る。しかし，いったい誰が支払うのだろうか？ いつ支払われるのだろうか？
これらにかんして貨幣そのものは関与しえない。また，貨幣が支払われると
いうだけでは内容的な確かさも十分とはなりえない。ここに登場するのが組
織である。ルーマンは前記『社会の経済』第9章「メディアと組織」の冒頭
で「機能システムの作動がそもそもコミュニケーションとして機能すること
がどのようにして保証されているのだろうか」と問い，その答を「機能シス
テムの組織依存性」に求める ([20],訳310-311ページ）。当面の文脈に引き
つけていうなら，機能システムは組織を利用することによってコミュニケー
ションにつきまとう不確かさを取り除き，コミュニケーションをそれとして
成立させるのである。あるいは，機能システムはコミュニケーションの不確
かさの縮減を組織に委託しているとの見方もできよう。それゆえ組織は，物
的メディアのみならず社会的メディアと時間的メディアをも用いなければな
らないのである。組織をこのようにとらえると，話は前節後半に紹介したメ
ディアと組織（形態）にかんする議論につながってくる。すなわちかの議論
においては，機能システムの作動にとってメディアと組織（形態）の協働・
補完が必須であるとされたのであるが，そこでの組織は自らの構造を通じて
メディアに形態を与えるものであった (156-8ページ参照）。「形態を与える」
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というのは，機能システムの作動であるコミュニケーションに即して表現す
れば，コミュニケーションの不確かさを除去ないし縮減することにほかなら
ない。経済システムに戻って社会保障を例にとろう。給付が現金（＝メディ
ア）で行なわれるばあいと現物（＝形態：たとえば医療や学用品）で行なわ
れるばあいを比べると，後者のほうがコミュニケーションの不確かさが堕~
堕に縮減されている。現金給付では父親の酒代に化けてしまうかもしれない
からである。こうしてわれわれは組織の社会システム論的定義というべきも
のに到達する。すなわち「組織とは，メディアに形態を与えることで自らの
コミュニケーションを社会（担い手）・時間•物（内容）の三次元でより確実
なものにするようなしくみ（＝構造）を備えた社会システムである」。そのさ
ぃ，不確かさの三次元に合わせてメディアの三次元を区別するなら，組織は
社会的・時間的・物的の三種のメディアを操作していることになる。もちろ
ん，不確かさの三次元は互いにつながっているから，三種のメディアも相互
に関連しつつ機能するとみなくてはならないが12), 以下では便宜上メディア
の種類ごとに組織のはたらきをより具体的に描いてみよう。
3-3 組織の物的メディア
組織が操作する物的メディアは上述の「象徴的に一般化したメディア」（貨
幣・権力•愛・真理等々）である。しかし，各機能システムがそれぞれただ
一種類の象徴的に一般化したメディアを利用し，そのことで当の機能システ
ムの一体性 (Einheit)が保証される (Luhmann[20], 訳323ページ）のに対
し，組織は自らの環境にある諸システムとコミュニケートする可能性をもっ
ており (2-2参照），この可能性を実現するために複数の象徴的に一般化し
たメディアを利用する。たとえば今日，貨幣の支払いを全く伴わずに作動す
る機能システムはまず考えられないが，とすれば経済以外の機能システムは
自らの内部に組織を形成し，その組織に経済システムとのコミュニケーショ
ンを委ねざるをえない。つまりこうした組織は，自らの属する機能システム
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の固有メディアに加えて貨幣メディアをも利用するのである。組織がないば
あいには，経済以外の機能システムのコミュニケーションは貨幣が支払われ
るかどうかを棚上げしたまま行なわれざるをえないのであるから，組織はま
さしくコミュニケーションの不確かさを物的次元で縮減するはたらきをもっ
ていると言えよう。
3-4 疇の社会的メディア＝組織
社会的メディアはコミュニケーションの担い手にかかわる不確かさを縮減
するメディアである。相手が何者であるかが明確なほどコミュニケーション
はうまくいくと考えられるので，コミュニケーションの当事者は互いに相手
を知る手がかりを得ようとし，また相手に知ってもらう手がかりを与えよう
とする。初対面の相手に名刺を差し出す習慣はまさにこの動機に由来する。
名刺を見るとほとんどのばあい，氏名の右あるいは上に自己の所属組織・担
当部署・職位ないし地位が記されている。この事実は，組織それ自体が社会
的メディアであることを物語っている。組織とは直接関係のない資格・称号
等（たとえば学位・段位など）も，あるいはより一般的に，いわゆる「関係
財」の多くは 13), 社会的メディアとして機能しうるが，組織が操作する主要な
社会的メディアは（ルーマンの表現では「予算をつけられた職位の集合」と
しての）組織自身なのである ([20],訳317-323ページ）。いいかえると，組
織はコミュニケーションの担い手である人間を自らの特定の職位（たとえば
00課の△△係とか□口部の部長）に配置することによって自らの行なうコ
ミュニケーションの不確かさを社会的次元で縮減しているのである。
こうして，職位の編成，職掌および人員配置の決定は，組織による社会的
メディアの操作とみなすことができるが，このメディア操作は一定の秩序を
もってなされねばならない。すなわち，明日にも配置換えになるかもしれな
い担当者や明日にも廃止されそうな部局が相手では，実りのあるコミュニケ
ーションは期待できないから，組織における職位の「あらゆる変更〔＝社会
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的メディアの操作〕は，若干の職位メルクマールは一定不変に保ち他の職位
メルクマールは変化させる，との前提のもとに行なわれ，結果的には組織の
比較的高い剛性 (Rigiditat)が，変更の過程においても，たとえば人事異動
のばあいにも，保たれる」 (Luhmann[20], 訳318ページ。〔 〕内は引用者
の補足）。ところが，次項で説明されるように，職位メルクマールを一定不変
に保つ，つまり職位の構造に剛性を付与する，というのは時間的メディアの
操作にほかならない。組織はコミュニケーションの不確かさを取り除くため
に，社会的メディアと合わせて時間的メディアをも用いなくてはならないの
である。
3-5 コミュニケーション・メディアとしての時間
時間は傍観者の立場からすれば，われわれの意思とは無関係に未来からや
ってきて過去へと流れ去るかのようである。われわれは時の流れを食い止め
たり逆転させたりはできない。しかし，コミュニケーションの当事者にとっ
て時間にどう対処するかはコミュニケーションの成否にかかわる問題であ
ふ時間への対処を通じてコミュニケーションの不確かさを縮減することが，
ここで言う「時間的メディアの操作」である。そのさい注意すべきは，時間
が二通りのやり方で不確かさの縮減に関係してくる点である。一方で時間は，
確かさの一形態，いいかえると社会システムの複雑性縮減の一形態， として
の「信頼」を築き上げる蓄積器ないし安定器の役割を演じる。信頼はルーマ
ンによれば，「その背景が確実なものとなるために，歴史を必要とする。…な
んの以前の経験なしに信頼することは不可能である」 ([10],訳33ペー ジ）。
しかし，「社会秩序が複雑で可変的であればあるほど，…信頼はいまや馴れ親
しみによっては支えられなくなってくる。…歴史はもはや想起可能な経験と
しては信頼の基盤にはなりえない。歴史が信頼の基盤になりうるとすれば，
それはただ社会システムの既決の構造としてである」 ([10],訳34ペー ジ）。
時間とともに積み重ねられる「馴れ親しみ」は，今でも愛にかかわるコミュ
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ニケーションや小規模組織の内部でのコミュニケーションをより確かなもの
にする効果をもっている。とはいえ，現代社会でコミュニケーションの確実
化に大きく寄与しているのは，時間的な安定性に支えられたシステム信頼な
のである。前項末尾で，職位メルクマールを一定不変に保つべきとされたの
も，まさにこのシステム信頼（組織というシステムに対する信頼）を築くた
めであった。朝令暮改で制度を変える国や成り行きまかせで首相が絶えず交
替する国が対外的な信頼（システム信頼！）を築きうるはずはなく，ひいて
は確かなコミュニケーションをなしうるはずもないというのは，蓄積器ない
し安定器としての時間の重要性を示すもうひとつの分かりやすい例であろ
う。
他方時間は，コミュニケーションの確からしさを高めようとして当事者が
そのつまみを調節するいわばチューナー（同調器）の役目をも果たす。時間
合わせ（タイミング）は，コミュニケーション当事者にとって重大な関心事
である。たとえば，企業の営業成績が支払いと受け取りのタイミング（つま
り購入と販売のタイミング）に依存していることは珍しくない。異性とのコ
ミュニケーション（恋愛）や子供とのコミュニケーション（教育）など，組
織を離れたところでもタイミングの大切さを実感する機会は多いが，ジャス
ト・イン・タイムに代表されるような詳細かつ厳密なタイム・スケジュール
をもって時間調整にあたるのは主として（おそらく圧倒的に）組織であろう。
タイム・スケジュールはチューナーとしての時間メディアに与えられたひと
つの「形態」であるから，ここでも組織は「メディアに形態を与えることで
自らのコミュニケーションをより確実なものにするようなしくみを備えた社
会システム」という上述の定義に従っている。あるいはルーマンであれば，
同じ事態を「組織はチューナーとしての時間メディアの操作を効果的に行な
うのに適した形態である」と表現するかもしれない。この表現の妥当性は，
個人ではとれないアポイントメントが組織を通じるととれるなどといった日
常経験によっても容易に確かめられるはずである。
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3-6 理論の要約
以上で筆者は，「組織の社会システム論」の土台となる考え方を提示した。
これをもとに引き続き各論が展開されねばならないのだが，紙幅の関係でひ
とまず上述の理論を 7項目に要約して今回の稿を閉じることにしよう。
1) コミュニケーションにさいして問題となる不確かさは，担い手・時間・
内容の三次元でとらえられ，それぞれの不確かさを縮減するために社会的
メディア，時間的メディア，物的メディアの三種のメディアが用いられる
（「メディアの三次元図式」）。
2)機能システムは，その基底的作動（＝コミュニケーション）にさいして
ただ一種類の物的メディアを用いるようなシステムとして特徴づけられ
る。この物的メディアはコミュニケーションの内容， したがってまた当該
機能システムの機能，を識別する目印となるものであり，具体的には機能
システム固有の「象徴的に一般化したメディア」がそれにあたる。
3)実際の場面では機能システムはコミュニケーションの不確かさの縮減を
組織に委託している（「機能システムの組織依存性」 Luhmann[20], 訳330
ペー ジ）。
4)組織とは，三種のメディアのそれぞれに形態を与えることで自らのコミ
ュニケーションを社会（担い手）・時間・物（内容）の三次元でより確実な
ものにするようなしくみ（＝構造）を備えた社会システムである（「組織の
社会システム論的定義」）。
5)組織は，自らの環境にある諸システムとコミュニケートする可能性をも
つ唯一の社会システム型であり，この可能性を実現するために複数種類の
物的メディア（象徴的に一般化したメディア）を利用する。
6)組織は職位への人員配置を通じて自らの行なうコミュニケーションの不
確かさを社会的次元で縮減している。この意味で，組織が操作する主要な
社会的メディアは職位（あるいは職位の集合としての組織自身）である。
7)時間をコミュニケーション・メディア（時間的メディア）ととらえるな
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ら，それはふたつの面で，すなわち蓄積器／安定器として，またチューナ
-(同調器）として，コミュニケーションの不確かさを縮減するための操
作対象となる。
く付記〉本稿は，平成 9 年度•関西大学研修員の期間を利用してまとめられ
た。この間に筆者が得た貴重な時間と援助に対し，関西大学および
経済学部に深く感謝する次第である。
注
1)たとえば『組織科学』 Vol.28, No. 2 0994) : Vol. 29, No. 4 (1996)を参照。
2)バーナードの先見性およびルーマンとの近接性についてはすでに庭本佳和氏の強い指
摘がある。すなわち氏は，「バーナードは，有機体論的システム論がようやく胎動し始め
た1930年代に既にオートポイエーシス論の視点と記述方法を確立していたともいえる」
（庭本 [24],46ページ）とし，ルーマンによるオートポイエシス概念の社会システムへ
の適用は，ルーマンの独創ではなく，バーナードからの小さな飛躍にすぎないと主張す
る。そのさい，本稿ですぐあと (1-1)にふれるルーマンのバーナードヘの言及が例証
としてとりあげられている ([24],45ペー ジ）。
3) この点についてくわしくは， Luhmann[18], 第4章「コミュニケーションと行為」を
参照。
4)貢献意欲については， Barnard[!], 訳87-89ページ参照。
5)ルーマンの組織理論については，富永健一[28],228-237ページをも参照。そこでとり
あげられているのは，いわゆるオートポイエティック・ターン以前の議論であるが，ルー
マンの思考の進化をあとづけようとすれば，これも欠かすことはできない。
6) この転機を「オートポイエティック・ターン」と呼ぶ人もいる。 E.M. Knodt [6], p. 
xx f.: 佐藤勉 [25],422-428ページ： D. Krause [7], S. 31. 
7) 1995年にエピローグを付した第4版が出ている。
8) F. Heider [4] . 
9)代表的な文献として， R.H. Coase [2], 0. E. Williamson [29]を参照。ちなみに，
企業組織を取引 (trans-action)の束とみなしたJ.R. Commonsは，「取引」と「（意思
決定の）コミュニケーション」というふたつの概念がきわめて近いものであることを考え
ると，ルーマンの組織観を先取りしていたと言えよう (Commons[3] : 宮本光晴 [22],
131-137ページ）。社会システム論的分析ということでは，村上泰亮・公文俊平両氏の先駆
的業績を忘れるべきでない。両氏のアプローチはルーマンのそれとは異なるが．基本的洞
察においては相通じるところが少なくない（村上泰亮・熊谷尚夫・公文俊平 [23],第 1
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章ー第4章：富永健一編 [26],第7章ー第10章（村上泰亮・公文俊平執筆）。なお，春日
[5], 第2章も参照）。
10)プログラムについては， Luhmann[20], 訳251-252ページ参照。
11) このアイデアは筆者の論稿「経済システム論の新展開〔4〕ーメディアと時間ー」（関西
大学『経済論集I41巻6号 (1992年3月）．春1: [5]に再掲）にさかのぽる。そこでは，物
的（内容的）メディア（貨幣・権力•愛・真理等々のいわゆる「象徴的に一般化したコミ
ュニケーション・メディア」）とともに，社会的メディア（コミュニケーション主体）と
時間的メディア（時間そのもの）が析出されている (98-101ページ）。本稿の議論はこれ
を社会システム論の枠組に沿ってより厳密に展開したものである。改訂にさいして
Witten-Ilerdecke大学のDirkBaecker教授の有益な助言を得た。記して感謝する。
12)ルーマンが「言語」「拡充メディア」「象徴的に一般化したメディア」について述べた「こ
うした三つのメディアのそれぞれは，互いに他のメディアが可能となるための前提であ
ると同時に，互いに制限しあい，副次的問題を押しつけあっている」 ([18],訳〔上〕252 
ページ）という点は，本稿における三種のメディアにも当てはまる。
13)関係財については，富永健一 [27],158-162ページを参照。
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